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川南町集中改革プラン 

 

 

１ 策定目的 

 

 「第四次川南町行政改革大綱」に基づき、平成１８年度を起点としておおむ 

ね平成２２年度までの推進項目について具体的な取組みを集中的に実施するた 

め、集中改革プランを定めるものである。 

 

 

２ 具体的な取組み 

 

(１) 事務事業の見直し 

 従前から事務事業の見直しにより経費の削減を行っているが、あらためてす 

べて一から見直し経費の削減を行う。また、直接的な費用の削減だけではなく 

総合的な経費削減に努める。 

ⅰ) 町主催行事等の見直し 

ア) 敬老者訪問 

イ) 各種イベントの統合 

ⅱ) 事務処理方式の見直し 

ア) 事務決裁規定の見直しを行い決裁事務のスピードアップを図る。 

イ) 事務事業評価制度の導入し妥当性、成果、効率性の３つの視点から検 

証したうえで総合評価を行い、今後の事業の方向性を導き、継続的に 

事務事業を見直していく。 

 

(２) 定員管理の適正化 

 定員管理にあたっては、社会経済情勢の変化等を踏まえ、今後対応すべ 

き行政需要を的確に把握し、定員適正化計画に沿って行政サービスとのバ 

ランスを配慮しながら組織・機構の簡素合理化、民間委託やＯＡ化の推進 

などを図り、定員適正化計画に定めた数値目標の達成に取組んでいく。 

 

(３) 給与の適正化 

  ア) 特殊勤務手当について、その必要性を総合的に点検し見直しを行う。 

イ) 勤務体制について、平成１８年度から時差勤務を試験導入し、時間外 

勤務手当の削減を図る。 

  ウ) 非常勤特別職の日額報酬について他の自治体の状況などを考慮し見直 



  

しを検討する。 

  エ) 人事評価制度について、実施までには相当準備期間が必要であるが、 

情報収集等導入に向けて準備を進めていく。 

 

(４) 人材育成の推進 

  職員に定期的に研修を行い資質の向上を図る。また、民間の経営感覚を体 

得するとともに行政事務の内容手法等を理解してもらうため民間と職員の 

相互交流も検討する。 

 

(５) 経費節減等の財政効果 

  全ての事務事業を対象としてその必要性、緊急性、行政関与の妥当性など 

 の観点から「真に町民が求めている施策は何か」を判断するため総点検し、 

経費の削減を行い貴重な財源の有効的活用を図る。 

 ア) 補助金等の見直し 

   補助金の整理統合を検討するほか、補助年数に期限を設けるなど効果的 

  な執行を行う。 

イ) 使用料及び手数料等の見直し 

 使用料及び手数料等の中で町民の負担に不均衡を生じているもの、時代 

の変化に照らして適正さを欠いているもの、近隣市町村と比較して低額な 

もの、経費に比べ負担の低額なもの等について、定期的に見直しを行う。 

ウ) 勤務体制の見直し(再掲) 

エ) 新たな財源の確保 

  遊休資産の有効活用として、貸付地等有効利用されていない町有地を有 

 償で払い下げる。 

オ) ゴミ処理の有料化 

  ゴミ処理費用の財源に当てるためゴミ処理の有料化を検討する。 

 

(６) 民間委託等の推進 

  民間企業への委託は、その事業の効率性を考え、従前から管理業務などに 

 ついて行っているが、今後は類似団体の状況や民間の委託提案などを参考に 

しながら民間委託の効果を検討し、積極的に推進していく。 

 ア) 学校給食調理場の業務委託を検討する。 

 イ) 老人ホーム福寿園の民営化を検討する。 

ウ) 保育所の民間委託等、統合について検討する。 

エ) 公共施設の指定管理者制度の活用など管理運営の見直しを検討する。 

オ) 地域環境美化の組織づくりに取組み地域協働の推進をする。 

カ) マイクロバスの運行業務の委託を検討する。 



  

 

(７) その他 

  ア) 町民提案制度の実施 

 町民からアイデアや施策提案ができるよう制度化する。 

イ) 各種協議会の見直し 

  類似した協議会を整理し非常勤特別職を削減したり、各種協議会委員 

 を特定の人に偏ることのないように選考する。 

ウ) 外郭団体への管理職派遣の見直し 

エ) 危機管理体制の整備 

  台風、地震等の自然災害に対応するため危機管理体制の充実や地域で 

 の支援協力体制の確立に取り組む。 


